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土壌汚染をめぐる最近の状況について 

 

１.土壌汚染の現状 

 

（１）土壌汚染の判明事例数（平成１１年度判明分） 
 

・調査事例     １８３件 

・環境基準超過事例 １１７件（平成１０年度判明分は１２２件） 
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調査事例 2 7 6 2 10 5 3 10 2 17 10 18 12 16 23 20 26 38 34 43 44 44 56 58 197 183
超過事例 － － － － － － － － － － － － － － － － － 8 12 13 26 36 50 47 122 117
 

（２）土壌汚染が顕在化している主な背景 
 

① 工場跡地等の再開発・売却の際に、汚染調査を行う事例の増加 

② 環境管理（ＩＳＯ１４００１）等の一環として、自主的な汚染調査を行う 

事業者の増加 

③ 都道府県等による地下水のモニタリングの拡充 

 

土壌汚染による環境への主な影響 
 

・汚染土壌の直接摂取（摂食・皮膚接触）による人の健康への影響 

・汚染土壌から溶け出した有害物質による地下水の汚染      等 

調査事例数

超過事例数 

土壌環境基準設定
土壌環境基準 

項目追加 
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（３）最近の土壌汚染の判明事例 
 

○工場跡地の再開発に伴い判明した事例 

 Ａ市の農薬製造工場の移転に伴って、事業者が土壌汚染の調査を行ったとこ

ろ、水銀による汚染が判明。事業者が処理対策を実施し、汚染土壌の掘削除去、

水銀の分離・回収等の対策が完了。 
 

○マンションの建設に伴い判明した事例 

 Ｂ市で事業者がマンションの建設中に、土壌及び地下水の異常が認められた

ため調査を行ったところ、鉛、砒素等による汚染が判明。建設工事は中断し、

事業者が汚染土壌の掘削除去等の対策を実施。 
 

○操業中の工場の周辺で判明した事例 

 Ｃ市の電気・電子製品製造工場の敷地内と、その周辺の地下水で、トリクロ

ロエチレン等による汚染が判明。工場敷地内は事業者が、それ以外はＣ市が、

汚染地下水の浄化杭の設置等の対策を実施。 

 

２.土壌汚染対策の制度化に関する各種の提言等 

 

○経済戦略会議答申「日本経済再生への戦略」（平成１１年２月） 

・「土壌汚染等に係わる明確な環境ルールの構築や責任体制の明確化を図るな

ど、環境規制の充実を図るべき。」 
 

○規制改革推進３か年計画（平成１３年３月） 

・法制化を含めた実効ある制度の検討を平成１３年度に行う旨明記。 
 

○ＰＣＢ廃棄物処理特別措置法案に対する附帯決議（平成１３年６月） 

・「土壌汚染防止に関する法制度を早急に検討すべき。」 

 

○総合規制改革会議「中間とりまとめ」（平成１３年７月） 

・「土壌汚染に関し、調査手続並びに浄化責任及び費用負担の明確化、情報開

示の実施のための立法措置等を講ずるべき。」 
 

○経済財政諮問会議「改革工程表」（平成１３年９月） 

・「土壌環境保全対策の制度化について立法措置も含めて検討」 

 
 

（出典：環境省資料による） 


